
 

 

 

 

令和４年２月４日 

株式会社 中国銀行 

 

「地方創生に関する連携協定書」の締結について 

 

  中国銀行グループは、ＰｗＣコンサルティング合同会社（東京都千代田区大手町一丁目

２番１号 代表執行役ＣＥＯ大竹 伸明）と、「地方創生に関する連携協定書」を締結いた

しましたのでお知らせいたします。地方銀行とＰｗＣコンサルティング合同会社が、地方

創生を目的とした連携協定を締結するのは、全国で初めての取組みとなります。 

 この連携協定の目的は、地域のお客さまの多様化・複雑化する経営課題への支援体制を

強化することにあります。ＰｗＣコンサルティング合同会社は、国内においてすでにデジ

タルトランスフォーメーション（ＤＸ）、サステナビリティトランスフォーメーション（ＳＸ）

といった領域における、数多くのコンサルティング実績を有しております。また、先端ＩＴ

人材の育成や研修、グローバルなネットワークを活用した世界レベルでの脱炭素に向けた

取組みでも実績を有しており、先進的かつ幅広い知見があります。当行グループは、地域

での幅広いネットワークを有し、かつアセットビジネス（ローン、エクイティ、リース）

で実績があります。お互いが双方の強みを活かし補完し合うことで、コンサルティングサー

ビスの高度化を図り、地域のお客さまの課題解決スピードを促進し、また幅広い課題への

対応力を強化してまいります。将来的には地方版ＤＸ・ＳＸの推進モデルを確立し、地域

の持続可能な社会づくりにも貢献してまいります。 

当行グループは、引続き、本連携をはじめとして業界の垣根を超えて、幅広い領域で地方

創生やＳＤＧｓの取組みを進めてまいります。 

 

ＰｗＣコンサルティング合同会社について 

ＰｗＣコンサルティング合同会社は、経営戦略の策定から実行まで総合的なコンサルティン

グサービスを提供しています。世界１５６か国・２９．５万人を擁するＰｗＣグローバル

ネットワークと連携しながら、クライアントが直面する複雑で困難な経営課題の解決に取組

み、グローバル市場で競争力を高めることを支援します。詳細は当社ホームページ

（https://www.pwc.com/jp/ja/about-us/member/consulting.html）をご覧ください。 

 

※ サステナビリティトランスフォーメーション（ＳＸ） 

 事業継続・成長とＥＳＧ（環境、社会、ガバナンス）との両立を図り、経営の在り方を

変革するという考え方。  



【概要】 

協定名 地方創生に関する連携協定書 

目的 

お客さまのＤＸおよびＳＸに向けたご支援を中心に、地域に根差した

コンサルティングサービスを提供するとともに、地域共通の課題解決に

も貢献する、新たな地方創生モデルを確立していく 

連携事項 

【中国銀行グループ】 

 地元企業等のニーズや課題の把握 

 ローン、エクイティ、リースなどアセットビジネスを中心とする

ソリューションの提供、支援 

 地域ネットワークを活用したリレーションの構築 

【ＰｗＣコンサルティング合同会社】 

 企業および自治体等に対するＤＸ、ＳＸ等のコンサルティングノウ

ハウの提供、支援 

 地域企業等の先端ＩＴ人材の採用・育成ノウハウの提供、支援 

 新たなコンサルティングサービスの提供、支援 

 グローバルネットワークを活用した情報提供、取引先支援 

有効期間 
令和５年３月３１日（金） 

※以降１年毎に延長する 

 

以  上 

 

 



2022年2月4日 

株式会社中国銀行・PwCコンサルティング合同会社 

地方創生に関する連携協定 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

本連携の目的は、地域社会やお客さまの多様化・複雑化する課題に対する支援体制の強化にあります。 

地域に幅広いネットワークを有し、ローンやリースといったアセットビジネスに精通した中国銀行と、グロー
バルかつ最先端のコンサルティングサービスのノウハウや知見を有するPwCコンサルティング合同会社が、
双方の強みを活かし地域に貢献することで、新たな地方創生推進モデルを確立してまいります。 

※ サステナビリティ・トランスフォーメーション(SX) 
 事業継続・成長とESG(環境・社会・ガバナンス)との両立を図り、経営の在り方を変革するという考え方。 

締結の目的  
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地域金融機関と総合コンサルティング会社との連携の意義 
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これから 

ベストプラクティスを知るPwCコンサルティングが、
地域を知る中国銀行と深く手を組み、地域の課
題・実情にあったソリューションを提供 

ヒト 

モノ・サービス 

カネ 

提供するソリューションと、地域課題をあわ
せて理解できる人材を育成 

グローバルにベストプラクティスを調達し、地
域の課題に寄添った形にカスタマイズして
サービスを提供 

プロフェッショナルの人員は一定水準をキー
プしつつ、デジタル技術も活用し、地域の実
情に合わせた価格を実現 

ヒト 

モノ・サービス 

カネ 

地域課題を理解し、真に必要なソリューション
の整理を行う人がいない 

提供者の論理優勢(プロダクトアウト型)で提供
される身の丈にあってないソリューション 

大手ICT/コンサルティング会社の費用構造も
そのままの価格設定 

これまで 

大企業等の成功事例が、地域の課題や実情が理
解されないまま導入され、うまく機能しない 

大手ICT企業 

大手コンサル 

地域の企業 

自治体 

大企業等の
成功事例 

ミスマッチ 

大企業の成功事例を地域に展開しただけではうまく機能しません。地域の実情に合わせたカスタマイズが
必要となります。 

 

DX/SXの課題 

カスタマイズ 
ソリューション 

カスタマイズ 

地域の企業 

自治体 

地域を知る コンサルティング力 

ソリューション 



CLOUD 

連携項目 

地域のお客さまのデジタル化や脱炭素への取組みといった多様化・複雑化する経営課題への 
支援体制を強化します。 
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 企業および自治体等に対するDX、SX
等のコンサルティングノウハウの提供、
支援 

 地域企業等の先端IT人材の採用・育
成ノウハウの提供、支援 

 新たなコンサルティングサービスの提供、
支援 

 グローバルネットワークを活用した情報
提供、取引先支援 

 地元企業等のニーズや課題の把握 
 ローン、エクイティ、リースなどアセットビ

ジネスを中心とするソリューションの提
供、支援 

 地域ネットワークを活用したリレーション
の構築 

地方版DX・SX 
推進モデルの確立 

地域 

長期目線の 
戦略未構築 

事業再構築の 
必要性 

システムの 
老朽化 

脱炭素の 
社会的要請 

域内連携の 
必要性 

デジタル人材 
の不足 

自治体 地元企業 

課題の多様化・複雑化 
(特にDX・SX) 

地域課題の解決 

ベストプラクティスとして
国内 → グローバルに 

事例展開 



地域に根差したコンサルティングサービスを提供するとともに、 
地域金融機関×コンサルティング会社のシナジーによる新たな価値を提供します。 

地域のお客さまへのソリューション例 
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DX推進計画の 
策定・実行支援 

DX 

脱炭素ロードマップの 
策定・実行支援 

IT・データを活用した 
新事業の創出支援 

GO 

コンサルティング＋アセット 
ビジネスの一体支援 

SX戦略 

DX人材・先端IT人材の 
育成支援 

地域課題解決のための 
コンソーシアム形成 

産 

官 

学 

金 
＋コンサル 

ハンズオン支援 プラン策定 実現に向けた仕掛けづくり 

一気通貫でサービス提供 



中国銀行グループは、これからも地域内での連携を強化し、 
業界の垣根を超え幅広い領域で地方創生やSDGsの取組みを進めてまいります。 

中国銀行グループの地方創生に関する連携 
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2019年10月 2022年1月 

おかやま共創パートナーシップ 

連携先 
トマト銀行、日本政策金融公庫・岡
山支店、岡山県信用保証協会 

目的: 各金融機関が保有する相互の知
見を有効に活用し、連携して岡山
県内を中心とした各営業エリアの
経済の発展を図る 

2021年2月 

おかやま未来共創アライアンス 

連携先 
国立大学法人岡山大学 

目的: 地域におけるお互いの情報および
ノウハウを共有しながらSDGsを
達成していくことで、地域の発展
に貢献し未来を共創していく 

地域脱炭素創生・ 
岡山コンソーシアム(仮称) 

連携先 
事務局 : 環境省中国四国地方環境

事務所、中国銀行 
メンバー: 岡山県､岡山大学､県内経 
(予定) 済団体、県内金融機関 外 

目的: 岡山県内市町村の地域特性を
生かし、地域の資源を賢く活用し、
「地域ならでは」の地方創生・脱
炭素社会を実現するべく、県内の
産学官金が連携し、各地域の取
組みを積極的にサポートする 

2022年2月 

New 

x × ＝ ∞ 

地方創生に関する 
連携協定(本件) 



【参考】PwCコンサルティング合同会社について 

PwCコンサルティング合同会社は、経営戦略の策定から実行まで総合的なコンサルティングサービスを提供して
います。世界156か国・29.5万人を擁するPwCグローバルネットワークを有し、クライアントが直面する複雑で
困難な経営課題の解決を支援します。 
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PwCコンサルティング合同会社 

・ 設立 1983年1月31日 
 (組織変更日 2016年2月29日) 

・ 代表者 代表執行役CEO 
 大竹 伸明 

・ 人員 約3,250名 
 (2021年6月30日現在) 

・ 所在地 東京､名古屋､大阪､福岡 

・ ウェブサイト 
 www.pwc.com/jp/consulting 

製造・流通・ 
サービス 

自動車／重工業・ 
産業機械／化学 
エネルギー・資源 
建設／運輸・ 
物流 航空／ 
消費財・小売・ 
流通／総合商社 

製薬・ 
ヘルスケア 
ヘルスケア 
医薬 

ライフサイエンス 

情報通信・ 
メディア 
情報通信 

エンタテイメント＆ 
メディア 

テクノロジー 

官公庁・ 
公的機関 
政府・行政・ 
公的機関 

金融 
 

銀行・証券 
保険 

金融サービス 
資産運用 

サ
ー
ビ
ス
ラ
イ
ン 

業種 

コンサルティング 

ストラテジーコンサルティング（Strategy&）／マネジメントコンサルティング 
テクノロジーコンサルティング／リスクコンサルティング 


